





































































































第３章 産学連携とイノベーションに関する先行研究 ・・・・・・・・・・・・・・・・２４         
３．１ 産学連携に関する先行研究と課題認識の新規性  
３．２ イノベーションに関する研究  
３．３ 小括 
 





































































































































科省・資 2014）による全国の共同研究数総計 16,925 件の内，約 4,000 件である。 












                            （元・産学連携政策担当者） 
・提起②：産業構造の高構造化を図り，早期に米国などとの差を逆転する方策は無いか？ 
     とりわけ，現在の共同研究体系では，産業構造の高度化には限界がある。 























１．２ 論文の構成（「図１ 論文の主な流れ」参照）  






















ト（PM 及び P2M）についてレビューを行う。 
次いで，産学共同研究マネジメントモデル（以下，「マネジメントモデル」という。）


















   ・依頼状兼大学の産学連携の概要等記入欄 
・ パート１ ：連携部門の産学連携活動の概要に関する設問  
・ パート２  :共同研究創成に向けたマッチングプロセスに関する設問 



































































 ・パート２ ：研究創成に向けたマッチングプロセスに関する設問 
・産業化に至った事例と有効であった「制度整備」「連携活動」 
（２）本調査の位置づけ：調査の結果では全共同研究数の 85.8％に相当 




























                      













（１）分析フレームの検討：教員一人当たりの共同研究件数区分 vs 創成割合区分 
             大学の設立区分の影響（特に，旧帝国大学） 
（２）調査分析の視点：２ステップで分析・創成割合による区分で分析 
       ・産学連携部門担当者の行動と共同研究創成行動の成果との関係の解明 

























   ・① 極度にニーズ型産学連携共同研究の創成に特化した状態であり，大学による差
異の広がりが見られる。 
















































 以上の間に，関連政策としては，1995 年には科学技術基本法の制定，1996 年には第１期
科学技術基本計画(1996～2000 年度)の策定，次いで 1998 年には大学等技術移転促進法の
制定（所謂・TLO 法），と産学連携の環境も大きく変化をしていくが，中でも，大きな変化



































この産学連携人材政策も，2001 年から 2009 年までとそれ以降とは制度が全く異なる。 
2009 年度までは，次に示す３期に大別されるが，事業として一括雇用を行い各大学に配
置を行う形であるため，CD 相互の往来・交流に大きな支障は無かった。 




















 ・2002 年度 第１回：九州芸術工科大学[現・九州大学・現芸術工学府]（有志企画参加） 
第２回：大阪大学（関西地区担当・実行委員会方式導入） 
        第３回:：三重大学（中部地区担当）  
第４回：関東地区（関東甲信越地区担当） 
 ・2003 年度 第５回：北海道大学（北海道地区） 
 第６回：東北大学（東北地区） 
 ・2004 年度 第７回：広島大学（中国・四国地区担当）    
第８回：九州地区（九州地区担当） 









一方，地区会議の開催は当番校で開催され，筆者は 2003 年度～2005 年度は全国広域， 
2006 年度～2009 年度は西日本担当として多くの大学などへの踏査の機会を得た。 




（２） 事例集の編集（2006 年度～2009 年度） 




・ 事例集平成２０年度概要版（CDーROM 付）（2008） 
・ 事例集平成２１年度改訂概要第２版）（CDーROM 付）（2009） 
これらは，CD を統括する事業受託企業の支援は得つつも全て，表２．１のように CD
で構成された編集委員会が編集に取り組んできた。  




















2006 2007 2008 2009
谷口邦彦 広域担当 ○ ○ ○ ○
田村英世 広域担当 ○ ○ ○ ○
森本進治 福島大学 ○ ○ ○ ○
水谷嘉之 岐阜大学 ○
清岡隆二 高知大学 ○
藤井國久 信州大学 ○ ○ ○
細野光章 東京工業大学 ○
森 紅美子 長崎大学 ○ ○ ○
山本外茂男 JAIST ○ ○
松井 純 三重大学 ○ ○
三島克彦 早稲田大学 ○
一瀬信敏 小樽商科大学 ○
荻野 修邦 諏訪東京理科大学 ○
佐藤矩正 中央大学 ○ ○
中原義毅 鹿児島高専 ○
保坂真一 東京農工大 ○
今井 紘 横浜国立大学 ○














 「前期・文科省 CD」制度における事例収載数を表２．２に示す。           
          表２．２ 事例集への収載事例数 
 第２．２表から，後の版になるにつれて学内の制度整備よりは連携づくりが多くなって
いることが窺える。 
一方，「後期・文科省 CD」制度でも，3 か年にわたり次の事例集が発刊されている。 
・ 文部科学省 平成２２年度コーディネート事例集～（以下，「事例集」という。） 
広がる連携の輪・産学官未来をひらく～（2010） 
  ・ 事例集(2011) ～広がる連携の輪・産学官で未来をひらく 
・ 事例集(2012) ～連携を広げて夢をつなぐ～ 
 この編集については，受託事業体である「一般社団法人」内に設置された有識者からな







2007 年度は次の１０項目であったが，2013 年度調査では表２．３のように充実している。 
 ・産学連携ポリシー ・知的財産ポリシー ・リサーチツール特許使用円滑化ポリシー 
１８年度版 19年度版 ２０年度版 ２１年度版
Ⅰ．体制整備 １．学内体制 5 4 5 0
２．連携のきっかけづくり 5 4 2 4
Ⅱ．シーズ発掘・ニーズ把握 １．大学シーズの発掘 11 7 2 5
２．大学シーズの発信 （１.２合計） 8 2 3
３．企業ニーズ把握 6 5 1 1
Ⅲ．マッチング １．ニーズ・シーズ 6 5 0 3
２．コーディネート活動 9 4 2 1
Ⅳ．イノベーション １．誘発する仕組み 4 3 3 4
２．創出プロジェクト 6 7 3 7
Ⅴ．共同研究 １．CDの役割 3 5 3 5
２．共同研究制度 3 2 0 1
３．研究資金獲得 6 6 3 1
Ⅵ．ベンチャー育成 １．起業・育成支援 4 6 1 1
２．ｱﾝﾄﾚﾌﾟﾚﾅｼｯﾌﾟ育成 4 4 0 0
Ⅶ．知的財産 5 5 3 4
Ⅷ．人材育成 １．連携人材育成 2 2 2 1
２．産業界の人材育成 4 5 2 3
Ⅸ．地域との連携 １．連携基盤づくり 11 12 4 7
２．地域発展 11 9 4 8
Ⅹ．新たなる連携へ １．学際的連携 5 4 3 4
２．広域的連携 7 8 4 7






 ・利益相反ポリシー（一般） ・同左（臨床研究）  
・共同研究取扱規程 ・受託研究取扱規程 ・職務発明規程（教職員・学生の区分なし） 
 ・発明補償関係規程（教職員・学生の区分なし） ・守秘義務に関する規程（学生のみ）         




































































































図 ２．２ 現在の大阪大学「お問い合わせシート」 
 
                                
E-mail: contact@uic.osaka-u.ac.jp   
―――２１世紀のニューテクノロジーは新たな出会いから――― 
 
                                       平成   年  月  日  
貴 名(貴社名または大学名)：   
所属部署(研究科・専攻・講座)： 
ご芳名：    
所在地：〒 
E-mail: 
電 話：                      FAX：      
商工会議所・会員番号またはご紹介者： 
 ※大阪大学技術 Seeds 検索システム（https://seeds.casi.osaka-u.ac.jp/） 
  または，大阪大学研究者総覧（http://www.dma.jim.osaka-u.ac.jp/kg-portal/aspi/rx0011s.asp）をご参照いただき， 
  ご相談希望の研究者を予めご指定いただきますと，比較的短期間での御回答が可能です。 




１．技術相談           ２．共同・受託研究   
























  － 
(受付年月日) 
平成 年 月 日 
(担当者)  
(対応内容) 
大阪大学 産学連携推進本部 総合企画部 〒565-0871 吹田市山田丘2-1 CASI-A307           
















本件は，モデル化における，制度整備  S1  に対応する整備である。 
・制度整備  S1 ：産業界が発案した連携課題の連携部門への移転のルート 
筆者は，２．２．２項に例示するように，広域活動での使用しやすい形に改訂して，現
在でも使用している。 













もに，研究員研究料年間45万円が中   
図２．３ 「WinWin・登録研究員」制度    小企業向との折衝の障害になるとい
う課題が残り，大阪大学では，後任の CD が法人化と同時に月額 3.5 万円とした。 
 本件は，事例 2007 「WinWin 型連携の要は登録研究員」pp114-115 で紹介した。 
また，モデル化における，制度整備  S5   に対応する考案である。 
・制度整備  S５ ：産業界・研究者間の対等関係の構築（「登録研究員」制度について） 



































 そこで，筆者の出身企業にも籍をおいた履歴がある同期で「複雑流体学講座」の N 教授
に相談の結果，同講座の M 助教授が担当いただくこととなり，共同研究契約には到達した。 


































 図 ２．４ 新型ロータリーシェーカー 
本件は，事例集 2007 「Web で大学ニーズと産の技を融合」pp82-83 として収載した。 
２．２．２ 広域担当として  
（１） 出口まで到達した事例：宇宙部品 
本事例は，広域担当であった 2005 年２月に大阪大学・ESS の後輩でもある S 氏から
図２．５のお問い合わせシートで依頼を受けた案件である。 
全国の文科省 CD にシートを配信の結果，３大学から回答があり，S 氏と大学の面談の
結果，④筑波大学との相談がまとまり，シートの記録のように 2005 年 4 月には共同研究
成立との報に接し，フォローを中断した。 


































      
図 ２．５ 「宇宙部品」のお問い合わせシート 
（２） 出口まで到達しなかった事例：高軟化点樹脂の無溶剤での乳化分散 




継続いただくこととし，当方の CD 活動としては節目とした。 





                                
 E-mail: kutaniguchi@nifty.com  FAX 06-6444-5284 
企業：関東地区の従業員９００名の企業 





１ 技術相談  ２ 共同研究設定  ３ 特許相談・技術供与 ４ ベンチャー・起業相談  
５ 公的資金（提案公募）  ６．連携促進セミナー・シンポジウム等  


























平成 17 年 2 月 21 日 
平成 17 年 2 月 24 日 
平成 17 年 2 月 25 日 
 





平成 17 年 3 月 07 日 
 
平成 17 年 3 月 14 日 
 
 
平成 17 年 4 月 05 日 
 
平成 19 年 11 月 9 日 
 
(対応内容 1) 平成 17 年 2 月 21 日 
 全国のコーディネーターに研究者探索の配信を手配 
（対応内容２）平成 17 年 2 月 25 日企業への回答 
・２４日現在①②③、２５日に④追加連絡あり 











（対応内容４）平成 17 年 3 月 14 日 
・筑波大学と企業との面談。 
（対応内容５）平成 17 年 4 月 5 日 
・筑波大学との共同研究が成立したとの、大学・企業からの連絡受。 
（対応内容６）平成 19 年 11 月 9 日 
・フォローの結果、筑波大学との共同研究は順調に終了したとの連絡。 
・併せて、この結果は宇宙開発の重要部品で活用されているとの報告あり。 
E-mail: kutaniguchi@nifty.com        電話: 06-6444-5285  






































































































































・産業界 100 社へのアンケートと７総合大学・10 社への聴取を素材とした 
（鈴木康之ら 2011) 
























  ２．新しい生産方式の導入 
  ３．新しい販売先の開拓 
  ４．原料あるいは半製品の新しい供給先の獲得 
  ５．新しい組織の実現（独占の形成やその打破） 
 シュンペーターがこの「五つの場合」を世にドイツ語版(Schumpeter1912)を出して数年







 ・1906 年：カンサス大学ダンカン教授が TLO の原型となる「産・学共同」を提唱し，
着手している。（Jon Sandelin） 
 ・1910 年：今日の自動車産業の礎とも言える F・W・テーラーによる「課業管理」が「科
学的管理法」との呼称が州際通商員会で命名された。（北野利信 1977） 





































































2001)，(Eric von Hippel 2005)とともに（R.K.Lester and M.J.Piore 2004）であった。 
 筆者がこの書を知るキッカケになったのはこの書の日本語版が発刊される 2 か月前の



















  ・高信頼性太陽電池のモジュール開発・評価拠点（つくば・九州） 
  ・蓄電池材料の評価拠点（関西） 
  ・完全密封型組換え植物生産システムの研究開発拠点（北海道） 
  ・ロボットの安全性評価のための研究評価拠点（つくば） 
  ・光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点（つくばセンター） 
 （５）イノベーション創出と産学連携 
  これまでのサーベイの結果，大学に求められることは次の２点と考える。 
  ・制度整備：内外からニーズ・シーズを取り込み， 協創環境を構築するインバウンド・
アウトバウンド・オープンイノベーションへの展開の場としての「公共


































米国PMI（Project Management Institute）は，取り組みの集大成として1987年にProject 
Management Body of Knowledge(PMBOK) (PMI1987)として体系化を行い，1996年には 











 一方，学術的取り組みでは1969年にProject Management Journal が発刊され，次いで























   このことは，研究開発のような目標設定が曖昧な課題はＰＭでは扱い難いと認識されて
いたと推察される。そして，これらの著書の範囲では「知識体系化」に当って依拠しよう
と思う取り組みは見当たらなかった。 
（３）P2M の開発・国際 P2M 学会の発足および:P2M・Ver.2 の開発 
一方，日本では，1999年，経済産業省の委託により財団法人エンジニアリング振興協会
に実務家・学識経験者によるPM導入開発委貞会が発足，P2M*が完成した。 






次に，事態が大きく動いたのは(山本秀男 2009)などの学術成果と併せて国際 P2M 学会で
その成果を（国際Ｐ２Ｍ学会 2009）「P2M Version 2.0 コンセプト指針」として，標準に準
じる形で世に出されたことであり，この指針を基に筆者の実証モデルとして「産学共同研
究創成モデル」の内，「フレームモデル」の構築が大きく前進することとなった。 
（４）成功要因：CSF（Critical Success Factor）に関する先行研究 
 次には，「フレームモデル」に搭載するコンテンツに関する先行研究のサーベイを行うた
めに，（Moris,Peter W.G & Jeffery K.Pint2004) The Wiley Guide to Managing Projects,
の主に次の二つ章の先行研究のサーベイを行った。 
 ・Chapter Five：Project Success by Terry Cooke-Davies (pp99-122) 
  ・Chapter Fifty-one：Managing New Product Development Projects by Dragon 
Moisevic(pp1287-1314)                        





した「The Ten Factor Model」，さらには，（Pinto. J.K. and D,P. Slevin 1988) でこの
１０個の要因を筆者の想定に近い４フェーズに配している概念は，産学共同研究マネジ
メントモデルの構成要素に近い概念であることを見出だした。 
 さらには，（Pinto. J.K. and Jeffrey G. Covin 1989) による研究開発分野と建設分野に
おけるフェーズと要因の配置の差異に関する研究は，このモデルの有効性を強く感じる
に至った。 
 その後もこの分野の多くの研究が（Pinto. J.K. and D,P. Slevin 1988)を引用している
こと，更には，最近のこの分野のレビュー（Lavagnon A. Ika 2009)においてもこれを
ルーツとして評価しており，基本的な先行研究として受け止めることが出来よう。 
 次に，産学共同研究が R&D であることから，Chapter Fifty-one：Managing New 
Product Development＊Projects（＊以降は NPD と略す）をレビューすると（P.G.Smith & 
D.G.Reinertsen 1998)による「３フェーズ」や（Shona L Brown ,& Kathleen M. 















 少し主題から外れるが，Eric. von Hippel（1941 生）の関心事は科学機器の開発における
イノベーションが科学者というユーザー主導で行われてきたことにあり，そのことを（Eric. 
von Hippel 1976）（Eric. von Hippel 1977）により世に問われ，その後の幾つかの研究の













































































































その発端は，氏が 1973 年に通商産業省代表部の技官として在米中に MIT・Sloan School
の夏季セミナーを受講したことに端を発する。（坂倉省吾 2000）によれば MOT の範囲と
して次の４項目が挙げられている。 
(１) 企業の研究所レベルを中心とするミクロな R&D マネジメント 
(２) 企業の R&D，設計・生産・マーケティング，ファイナンス等すべてをカバーするコー
ポレートポリシーの一環としてのテクノロジーマネジメント 
(３) 政府（中央および地方）の政策の一部としてのサイエンス＆テクノロジー・ポリ  シ
ーおよびそれに対応する企業のマネジメント 


















   この最中に，(Rosenbloom R.S & Spencer W. J. 1996, 西村吉雄訳 1998)が『中央研究所
時代の終焉～研究開発の未来』として自前主義への警鐘を発した。 
 このことは，自身も参加した PICMET’97 で，主催者である Kocaogle（1997）は基調講
演の中で次のように述べている。 
・Rapid changes and Complexities of technology require significant Collaborations 
























   ・大企業では  １０％（N=４７６）   




































第 6 章 実証モデルの構築 
38 
 














（谷口 2012）並びに（事例集 2007)，（事例集 2010)を引用してまとめる。 
 ・「人間の動作解析からプレイヤー個々に適した用具の開発」（住友ゴム(株)） 
10 年以上継続されている課題であり，結果としては「スイング判定システム」とし
て製品化されており，事前検討は当事者との面談によって行った。                 
６．１．１．真贋判定システム「プラゲノム」プロジェクト 





③ モデル化における CD 活動の要諦 
（１）モデル構築におけるステージと関わる人物の役割の認識 



























































ーア 2002)的発想による方向転換が行われて事態は急速に動き出した。  



























2006 年度商用機の製品化とともに（事例集 2007)，（事例集 2010) の編集を通じて
協業の機会を得た。 
2010 年には幹事を務める技術懇談会で福井の講演を設定し近況に接する機会を得た。 
















Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ
柳田祥三 △ ◎ ○ △ ○ ○ ＿ ○ △ △ △ △
兼松泰男 △ ◎ ○ △ ○ ○ ＿ ○ △ △ △ △
阪大研究者 △ ◎ ○ △ ◎ ○ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿
H社・部長１ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ◎
H社・部長２ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○
H社・研究者 ＿ ＿ ○ ＿ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎
G社・責任者 ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎
Ｅ社・関係者 ＿ ＿ ◎ ＿ ◎ ○ ＿ ◎ ＿ ＿ ◎ △
Ｐ社・責任者 ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ○ ◎
Ｐ社・担当者 ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ◎ ◎














福 井 眞 彌 オ　ー　ナ　ー
都  福 仁 アドバイザー
　　　　　　　ステップ
　人
ステップⅠ ステップⅡ ステップⅢ ステップⅣ
 











（１） 事例調査票①：住友ゴム㈱[SRI]からのアプローチから S 教授確定まで（図６．４） 
    ・SRI からの依頼責任者Ｎ・仲介者 M・筆者の人脈 





・Ph1：コンセプト固め ・Ph２：計画確定 ・Ph３：協働段階 ・Ph4：産業化 
・＜成功要因関連図＞ 
（４） 事例記述①：住友ゴム㈱からのアプローチからシート記入依頼まで（図６．７） 
    ・関係者の人脈の妙 
    ・SRI の実務責任者にニーズの明確化に「お問い合わせシート」の活用 
（５） 事例記述②：住友ゴム㈱のシーズの明確化から教員の探索へ（図６．８） 
    ・シート記載内容からニーズの明確化 
    ・「WinWin 型共同研究」の SRI 担当者の任命を要請 
（６） 事例記述③：教員確定から共同研究開始，リピート契約へ（図６．９） 
・順調な滑り出しを見届けて CD としての業務に区切り 
・今回のフォローしたところ，SRI の登録研究員が替わるも今も継続を知る 














    図 ６．４ 住友ゴム（株）[SRI]からのアプローチからＳ教授確定まで 
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図 ６．８ 事例記述② ：住友ゴム（株）のニーズの明確化から教員の探索へ 
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国際 P2M 学会において「産学共同研究の知識体系化の意向」（谷口 2009)を明らかにする
とともに，同年に学会で提示された（山本 2009）や（国際 P2M 学会 2009)の P2M.Ver2
を基盤に，「価値指標マネジメントモデル・VM（Value Management）」を加味した統合モ
デル・産学共同研究フレーム・「Ｐ２Ｍ・ＶＭ」モデルを構築した。（図６．１０） 






















に PM・CSF[R&D] （＊）（Pinto. J.K. and Jeffrey G. Covin 1989）を加味して考案したも





























事例[Ⅱ]：大気圏外で重粒子イオン等の障害を回避する宇宙文向け LSI1 の開発 
 事例[Ⅲ]：目に見えない物質をバーコードとするプレゲノムシステムの商品化 
 事例[Ⅳ]：地元のそばを原料とする「そば焼酎」の開発 （事例集 2007 106-107 頁） 
 事例[Ⅴ]：大学のニーズに応えて地元中小企業がタンパク質結晶装置を開発 
 事例[Ⅵ]：ビタミン B１２入りカイワレ菜を商品化 （事例集 2008 38-39 頁） 
 事例[Ⅶ]：在宅用「立ち上がり補助具」，外出用「自立支援歩行車」を開発 

















Ⅰ：コンセプト固め Ⅱ：研究計画創成 Ⅲ：産 学 協 働 Ⅳ：産 業 化
出口価値の共有





表 ６．２ 事例によるフレームモデルの妥当性検証 
 
 





















① P2M のプログラムマネジメントの管理知識（表６．３） 
② PM・CSF[R&D]の各フェーズにおけるサブ項目（表６．４） 
表６．３に，マネジメントモデルのフェーズに対応する P2M の管理知識を示す。 
  表６．３ マネジメントモデルのフェーズとフレームモデルとの対比 












価値指標 出口価値の 出口価値の 出口価値の 出口価値の
マネジメント 「想定」 「共有」 「認識」 「実現」
1.Concept･･･ 2 .Planning 3 .Execution 4 .Termination






























         表 ６．４ PM・CSF[R&D]のサブ項目 
先ず，PM・CSF[R&D]の主対象である研究開発活動と産学連携の差異を考察し，「連携
要素」として「制度整備」の必要性について考察する。 



























・制度整備  S１ ：産業界が発案した連携課題の連携部門への移転のルート 
・制度整備  S２ ：研究者のシーズを効果的に把握できる機会 
・制度整備  S３ ：産業界との暫定構想の連携部門内での共有化 
・制度整備  S４ ：研究者の連携シーズに対応する産業界の探索ルート 
・制度整備  S５ ：産業界・研究者間の対等関係の構築（「登録研究員」制度について） 
・制度整備  S６ ：共同研究等の案件を管理する制度 
・連携活動  A１ ：産業界が発案した連携課題の連携部門への伝達内容 
・連携活動  A２ ：産業界・連携部門間で暫定連携構想の固め･･･本気の産学連携の把握 
・連携活動  A３ ：研究者に快く参画いただけるために 
・連携活動  A４ ：産業界との暫定構想への連携パートナー研究者の探索・確定 
・連携活動  A５ ：共同研究の策定：産業界・研究者・連携部門の叡智の結集 

















・制度整備  S１ ：産業界が発案した連携課題の連携部門への移転のルート 





を的確に受け止める制度として，A に対応して  S１ を，B に対応して  S２ を設定した
ものである。 








   S２としては特許相談や各種申請書類の作成支援など「学」との協働機会を想定してお
り，本件についても粘着性の分析は向後の「制度整備」とともに第８章に譲る。 
次に，フェーズⅡ「共同研究計画」に次の３件を設定した。 
・制度整備 S３ ：産業界との暫定構想の連携部門内での共有化 
・制度整備  S４ ：研究者の連携シーズに対応する産業界の探索ルート 
・制度整備  S５ ：産業界・研究者間の対等関係の構築（「登録研究員」制度について） 
  S３ は，「産」の発案に対応する「学」の探索を「産」に対応した「連」の担当者のみ
でなく広く部門メンバーと協働するために「産」との接触で得た「暫定構想」を部門内で
共有する方法として，定期的会合やメーリングリストの設定などを想定している。 
  S４ は， S２ で「連」が把握したシーズを「産」が探索するルートとして Web 上のシ
ーズ集・冊子体のシーズ集・JST 新技術説明会などを想定しており， S４ はフェーズⅠで
も活用されるが，「産」と「連」との面談でシーズの絞り込みには対話資料として，より有
効であり，フェーズⅡに配置した。 
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・連携活動  A１ ：産業界が発案した連携課題の連携部門への伝達内容 
・連携活動  A２ ：産業界・連携部門間で暫定連携構想の固め･･･本気の産学連携の把握 
・連携活動  A３ ：研究者に快く参画いただけるために 
  A１ は， S１ によって産業界から受けた発案内容の明確化の度合いとして，一番明確
な「１．概ね 100%であり，ほぼ１回の面談で課題を確認できる。」から「５．20%未満であ
り，かなりの面談が必要である。」まで５段階の状況を設定しており，第８章の成功要因分
析において，「制度整備」 S１ との相関関係を求める尺度として活用している。 
  A２ は， S１ により得た産業界からの発案について「連」が「産」との面談をする機
会に，「・企業や研究所における優先度」，「・投資できる資金」，「・投入できる研究要員」，
など企業の本気度を聞き出すことを勧めている。 





・連携活動  A４ ：産業界との暫定構想への連携パートナー研究者の探索・確定 
・連携活動  A５ ：共同研究の策定：産業界・研究者・連携部門の叡智の結集 
  A４ は，「制度整備」フェーズⅡ S３ の暫定構想の共有化を経て研究者の探索・確定活
動であり，「１．１～２名の探索で確定」，「２．２～５名の探索で確定」，「３．５名超の探
索が必要」など各大学における取り組みを把握する項目である。 
  A５ は，共同研究の創成に向けて「産」「学」「連」が叡智を結集し，「１．出口の共有」，
「２．知的財産の確保」，「３．達成時期の確認」「４．対等の立場の確保」など今後の活動
が円滑に進むよう，「連」の力量発揮が期待される活動である。 
フェーズⅢ「産学協働」には「制度整備」の  S６ に対応して次の「連携活動」を設定
した。         






















・PM・CSF[R&D]：Phase 1: Conceptualization のサブ項目 




・制度整備  S１ ： 産業界が発案した連携課題の連携部門への移転のルート 




次の  A２  は，「連」が「産」との協業を通じて信頼関係をより強固にする活動であり，こ
の活動を通じて「産」「連」間のプラットフォームが確立される。 




る工夫も必要であり， Ａ３ を設定した。 
・制度整備  S２ ：研究者のシーズを効果的に把握できる機会 
・連携活動  A３ ：研究者に快く参画いただけるために 
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・PM・CSF[R&D]：Phase 2:Planning のサブ項目  
（1.Mission）， 13.Environmental effects，3.Project Schedule/Plans，  
8.Monitoring und Feedback ，7.Client Acceptance.  
 産学共同研究創成活動において，フェーズⅠが「産」・「連」，「学」・「連」の２者間の情
報共有であったに比して，３者の利害の調整局面であり，共同研究の成否を分けると言っ
ても過言ではないフェーズであり，次の連携要素を配置した。                     
・制度整備  S３ ：産業界との暫定構想の連携部門内での共有化 
・連携活動  A４ ：産業界との暫定構想への連携パートナー研究者の探索・確定 




・連携活動  A５ ：共同研究の策定：産業界・研究者・連携部門の叡智の結集 




















PM・CSF：Phase 3:Execution  
（1.Mission. ） 6.Technical Tasks.  2. Top Management Support.  
以上の考察から次の「制度整備」・「連携活動」各１件の「連携要素」を設定した。           
・制度整備  S６ ：共同研究等の案件を管理する制度 



















PM・CSF[R&D]：Phase 4:Termination  
（1.Mission，） 3.Project Schedule/Plans， 7.Client Acceptance， 6.Technical 















・制度整備  S１ ：産業界が発案した連携課題の連携部門への移転のルート 
・連携活動  A１ ：産業界が発案した連携課題の連携部門への伝達内容 
・連携活動  A２ ：産業界・連携部門間で暫定連携構想の固め･･本気の産学連携の把握 
・制度整備  S２ ：研究者のシーズを効果的に把握できる機会 
・連携活動  A３ ：研究者に快く参画いただけるために 
（２）フェーズⅡ：研究計画創成 
・制度整備  S３ ：産業界との暫定構想の連携部門内での共有化 
・連携活動  A４ ：産業界との暫定構想への連携パートナー研究者の探索・確定 
・制度整備  S４ ：研究者との連携シーズに対応する産業界の探索ルート 
・連携活動  A５ ：共同研究の策定：産業界・研究者・連携部門の叡智の結集 
・制度整備  S５ ：産業界・研究者間の対等関係の構築（「登録研究員」制度について） 
（３）フェーズⅢ：産学協働 
・制度整備  S６ ：共同研究等の案件を管理する制度 













25（2013）年度に，嘗て，文科省 CD が在籍した大学の産学連携部門を対象に実施した。 
本章の構成は次の通りである。 
   ・予備踏査の実施（７．１節） 
  ・実情調査票の設計（７．２節） 
 ・実情調査の実施（７．３節） 
  ・集計報告書（７．４節） 
  ・小括（７．５節） 
 
７．１．予備踏査の実施 






























    ・５０％以上～１００％ 
③ パート２・QⅣ．外部連携人材・組織との連携充実が図られている事例 
次の事例を把握し，調査票に事例として記述した， 











実情調査票は次の４部構成とした。調査票は 67～79 頁に収載する。 
（１）依頼状兼大学の産学連携の概要等記入欄 





























 ・パート１ ：産学連携活動の概要に関する調査報告・・・７ページ 




本調査における６３大学の共同研究の回答数総数 14,524 件は，対応する文科省の平成 24
年度統計・16,925 件の 85.8％に相当しているので，この調査結果は全国の共同研究創成に
関わる活動のほぼ同率の活動に対応していると考えられる。 
また，共同研究の創成に産学連携部門が関わった数は回答総数 14,524 件の内，3,692 件
であり，この比率を文部科学省の統計に当てはめると 4,303 件となり，約 13,000 件は連携
部門が創成活動に関わることなく，産業界と大学の研究者の間で得られた合意に基づき契






   [実情調査における創成割合区分に対応する大学数]   
・５％未満・・・・・・・・・・・・・（大学数： ８大学） 
   ・５％以上～２０％未満・・・・・・・（大学数：２５大学） 













表 ７．１ 各設問に対する文書回答数 
＜パート１＞ 
QⅡ-２．共同研究等，契約への連携部門の関わり。５．１～４以外の形態は？ 21 
QⅢｰ１．シーズ創出を促進する学内制度              ①学内の促進制度事例 54 
②学内の促進制度から生まれた研究テーマ・共同研究事例 44 
QⅢｰ２．従来の形態を超える組織的連携などの制度について    [１] 長岡技大型 11 
従来の形態を超える組織的連携などの制度について    [２] 大阪大学型 22 




QⅤｰ１．公的研究資金確保に関わる活動について  15 
QⅥ．  文部科学省コーディネーターによる制度整備  28 
 
＜パート２＞ 
 S1 ：６．産業界の発案が伝達されるルート，例示の五つ以外にあれば紹介下さい。  19 
 S2 ：６．研究者のシーズ把握の方法，例示の五つ以外にあればご紹介下さい。  11 
 S3 ：６．産業界の発案を部門内で共有，参考になる制度があればご紹介下さい。  10 
 S4 ：７，研究シーズの発信について，例示の六つ以外にあればご紹介下さい   8 
 S5 ：４．対等な協業とするため他の方法を採っておられればご紹介下さい。  11 
 S6 ：４．共同研究をフォローする例示以外の形態があればご紹介下さい。  7 
 A2 ：７．産業界の意向を把握するために重視している他の事項があれば  11 
 A3 ：７．研究者に快く参加いただくために，六つ以外に留意事項があれば？  10 
 A5 ：５．産業界・研究者・連携部門の叡智の結集，四つ以外にあればご紹介を。   3 




































  ・産学連携共同研究創成活動における創成割合の分布（第７．４．２項） 
  ・数値回答を補完する思われる文書回答（第７．４．３項） 










S1 A1 A２ S２ A３ S３ A４ S４ A５ S５ S６ A６
ⅰ 12 23 28 12 2 2 3 3 20 1 0 2 108
ⅱ 5 5 11 11 7 5 16 11 22 2 1 9 105
ⅲ 5 1 7 4 4 7 5 6 15 8 9 26 97



























































（１） 依頼状・兼・大学の産学連携の概要記入欄・・・・・・・・・69 頁 
 
（２）  パート１  ：産学連携活動の概要に関する設問 ・・・・・・70 頁 
 
（３）  パート２  :共同研究創成に向けたマッチングプロセスに関する設問 
 







































（２） パート１ ：産学連携活動の概要に関する設問 
当該大学の連携部門の従事者数，連携活動を推進する事業・人材育成制度などの設問。 


































































































































































































































   [創成割合が小さいグループ（創成割合（小））] ・・・３３大学 
・５％未満・・・・・・・・・・・・・（大学数： ８大学） 
      ・５％以上～２０％未満・・・・・・・（大学数：２５大学） 
[創成割合が大きいグループ（創成割合（大））] ・・・３０大学 























    表８．２．１ 上位３２大学        表８．２．２ 下位３１大学 
   
表８．２．１ならびに表８．２．２の「種」欄の記号は大学の性格と設立母体による種
別を示している。以下，同様である。 
種 番号 教員数 共研数 教員当り
E 34 348 236 0.6782
E 41 200 121 0.605
E 20 302 179 0.5927
E 18 412 233 0.5655
E 27 187 99 0.5294
E 3 127 66 0.5197
E 64 108 54 0.5
E 21 260 130 0.5
U 66 707 315 0.4455
E 4 154 68 0.4416
R 6 454 194 0.4273
R 13 328 127 0.3872
R 30 1047 359 0.3429
R 36 767 259 0.3377
E 2 182 61 0.3352
R 11 605 190 0.314
I 52 2300 685 0.2978
R 40 1480 430 0.2905
R 43 736 210 0.2853
I 37 3324 933 0.2807
I 33 2327 647 0.278
I 39 3111 859 0.2761
R 22 602 165 0.2741
R 28 539 144 0.2672
I 7 3116 831 0.2667
R 56 927 243 0.2621
I 1 2030 499 0.2458
I 17 5765 1412 0.2449
R 16 1204 291 0.2417
R 9 855 204 0.2386
R 32 842 199 0.2363
R 48 955 222 0.2325
種 番号 教員数 共研数 教員当り
R 15 452 101 0.2235
R 47 966 203 0.2101
R 29 686 144 0.2099
U 65 720 141 0.1958
R 46 1800 350 0.1944
R 26 1209 227 0.1878
R 51 615 112 0.1821
R 14 850 151 0.1776
U 67 545 96 0.1761
R 50 854 149 0.1745
R 12 1798 311 0.173
R 58 656 106 0.1616
R 23 1207 195 0.1616
P 75 777 118 0.1519
R 45 1378 199 0.1444
R 59 1040 145 0.1394
R 42 309 43 0.1392
P 77 744 96 0.129
R 10 239 30 0.1255
R 44 777 96 0.1236
R 8 577 71 0.1231
R 60 831 76 0.0915
P 69 719 65 0.0904
U 61 105 8 0.0762
R 25 1776 130 0.0732
R 5 754 54 0.0716
R 49 1883 121 0.0643
P 72 5455 315 0.0577
P 71 1136 64 0.0563
P 76 1244 68 0.0547






・Ｉ：旧・帝国大学    ・Ｒ：地域総合大学 





  教員数（人） 共同研究数 共研数／教員 
 
全体６３大学 
上位３２大学 1134.4 333.3 0.367 
下位３１大学 1270.8 130.2 0.134 
p 値（t検定） 0.692 0.001 1.06E-11 
６０大学 p 値（t検定） 0.593 0.002 1.83E-11 
５８大学 p 値（t検定） 0.467 0.004 5.15E-11 
次に，教員一人当たりの区分による大学の種別集計をしたのが，表８．４である。 
 表８．４ 教員一人当たりの共同研究数に基づく区分による大学の種別の集計 
  Ｅ[工科等] Ｉ[旧帝大] Ｒ[地域] Ｕ[公立] Ｐ（私学）
全体 
６３大学 
上位３２大学 １０ ７ １４ １ ０









   [創成割合が小さいグループ・創成割合（小）]  ・・・３３大学 
・５％未満・・・・・・・・・・（大学数： ８大学） 
         ・５％以上～２０％未満・・・・（大学数：２５大学） 







表８．５．１ 創成割合（小）・３３大学  表８．５．２ 創成割合（大）・３０大学 
この区分による平均値と t検定の結果を表８．６に示す。 
表８．６ 創成割合による区分の検討（大学群Ⅰ） 
  教員数（人） 共同研究数 共研数／教員 
全体 63 大学 
創成割合（小）33 大学 1434.5 297.9 0.269
創成割合（大）30 大学 944.1 162.2 0.234
p 値（t検定） 0.142 0.027 0.365
A データ群 60 大学 p 値（t検定） 0.186 0.050 0.401
B データ群 58 大学 p 値（t検定） 0.262 0.083 0.409
この区分によると共同研究数・教員一人当たりともに偏りが著しく緩和されていること
が解る。なお，今後の分析では，A データ群 60 大学と B データ群 58 大学とを使用する。
種 番号 教員数 共研数 教員当り
I 37 3324 933 0.2807
I 39 3111 859 0.2761
I 7 3116 831 0.2667
I 1 2030 499 0.2458
R 26 1209 227 0.1878
R 12 1798 311 0.173
R 42 309 43 0.1392
P 69 719 65 0.0904
E 34 348 236 0.6782
E 18 412 233 0.5655
E 27 187 99 0.5294
E 3 127 66 0.5197
E 21 260 130 0.5
E 4 154 68 0.4416
R 6 454 194 0.4273
E 2 182 61 0.3352
I 52 2300 685 0.2978
I 33 2327 647 0.278
R 22 602 165 0.2741
I 17 5765 1412 0.2449
R 9 855 204 0.2386
R 48 955 222 0.2325
R 47 966 203 0.2101
R 46 1800 350 0.1944
R 51 615 112 0.1821
R 14 850 151 0.1776
U 67 545 96 0.1761
R 50 854 149 0.1745
R 58 656 106 0.1616
R 45 1378 199 0.1444
R 59 1040 145 0.1394
R 60 831 76 0.0915
P 70 7293 53 0.0073
種 番号 教員数 共研数 教員当り
E 41 200 121 0.605
E 20 302 179 0.5927
E 64 108 54 0.5
U 66 707 315 0.4455
R 13 328 127 0.3872
R 30 1047 359 0.3429
R 36 767 259 0.3377
R 11 605 190 0.314
R 40 1480 430 0.2905
R 43 736 210 0.2853
R 28 539 144 0.2672
R 16 1204 291 0.2417
R 32 842 199 0.2363
R 15 452 101 0.2235
U 65 720 141 0.1958
R 8 577 71 0.1231
R 5 754 54 0.0716
R 49 1883 121 0.0643
P 72 5455 315 0.0577
R 56 927 243 0.2621
R 29 686 144 0.2099
R 23 1207 195 0.1616
P 75 777 118 0.1519
P 77 744 96 0.129
R 10 239 30 0.1255
R 44 777 96 0.1236
U 61 105 8 0.0762
R 25 1776 130 0.0732
P 71 1136 64 0.0563







  Ｅ[工科等] Ｉ[旧帝大] Ｒ[地域] Ｕ[公立] Ｐ（私立） 
全体 
６３大学 
割合（小）３３ ７ ７ １６ １ ２ 





集計表は割愛するが，表８．６の中で，A データ群 60 大学と B データ群 58 大学に対応
する大学群Ⅱの検討結果を表８．８に示す。 
表８．８ 創成割合による区分の検討（大学群Ⅱ） 
  教員数（人） 共同研究数 共研数／教員 
A データ群 54 大学 p 値（t検定） 0.958 0.571 0.439 




・Ａデータ群における大学群Ⅰ(31 大学：29 大学)と大学群Ⅱ(25 大学：29 大学)の対比。 
























ここで，本分析のスタートポイントとなる７．４節  表７．２ 出口[産業化]に辿り着
くのに有効であった「制度整備」・「連携行動」を表８．９に再掲する。 



































23 28 2 3 20 2 
2 位 5 10 7 16 22 8 











S1 A1 A２ S２ A３ S３ A４ S４ A５ S５ S６ A６
ⅰ 12 23 28 12 2 2 3 3 20 1 0 2 108
ⅱ 5 5 11 11 7 5 16 11 22 2 1 9 105
ⅲ 5 1 7 4 4 7 5 6 15 8 9 26 97











その中では，その構築と管理の要諦とも言える主役の移行を P2M におけるオーナ （ー小













・  S１ ：産業化など連携課題の連携部門へのコミュニケーション手段 
・  A２ ：連携部門による企業側の取り組み体制の確認 
（１）  S１ ：産業化など連携課題の連携部門へのコミュニケーション手段 




  表８．１１ 創成割合区分別希望把握水準集計  
水準 希望把握の水準 大学数[Ⅰ] 大学数[Ⅱ] 
５ 概ね 100%であり，ほぼ 1 回の面談で課題を確認  ８       ７ 
４ 概ね 80%~100%であり，2~3 回の面談が必要 １７ １３ 
３ 概ね 50％~80%であり，数回の面談が必要 １２ １２ 
２ 概ね 20%~50％であり，数回の面談が必要 １２ １２ 





である。創成割合の差による希望把握水準の t検定の結果は p =0.908 であり，有意な差は
見られないが敢て差を求めると創成割合（大）グループがやや高いと言える。 
























































































































































      取り組みを確認する内容 
① 創 出 目























    




     
     [2.4] 
創成割合(小) 
 (n =31) 
2.839 0.903 0.742 0.387 0.355 0.419 0.194
創成割合(大) 
 (n = 29) 
3.036 0.655 0.897 0.621 0.310 0.276 0.172
P 値 0.767 0.019 0.201 0.096 0.715 0.787 0.833
   **< 0.05, * <0.1 












      取り組みを確認する内容 
① 創 出 目























    




     
     [2.4] 
創成割合(小) 
 (n =25) 
2.760 0.880 0.760 0.360 0.360 0.440 0.200
創成割合(大) 
 (n = 29) 
3.036 0.655 0.897 0.621 0.310 0.276 0.172
P 値 0.244 0.054 0.177 0.097 0.700 0.723 0.795
























  ＜事例[M]１＞ 岩手大学（創成割合：0.12）：県内の「自治体との相互友好協力協定」 
  2001（平成 13）年度からスタートされた「自治体との相互友好協力協定」は筆者が初
めの岩手大学を訪問した 2002 年には既に協定に基づく共同研究員が２名おられたことは
生々しい記憶である。その後も着々と拡充が図られ，2012（平成 24）年度には 10 市村に
発展し共同研究員も６名と拡充が図られ総計 25 名になっている現状に感銘を覚えた。 
この仕組みの大きな利点は大学からそれぞれの市村に帰った共同研究員が常に大学に席
を置いていたことを想い，相談したいことが出来れば連絡してくることが定着しており，
このことは年間約 170 件の共同研究の内，県内企業との契約が 46 件で連携が広範に行わ
れていることを示している。 
＜事例[M]２＞ 九州大学（創成割合：0.12）：組織対応型連携で継続的にニーズの提起 
  学内に 65 件の産学連携体があり，随時，課題提起がある。 
同大学の組織対応連携は，「大学の組織的連携の態様と在り方について（調査 2004）」
段階から注目してきたが，調査時点で１８件であった連携が，現在では，６５件に発展
しており，その内１５件は 2004 年度の調査時点から継続されている。 















 同大学の包括的協定への取り組みは 2004（平成 16）年度の開始であり，この頃多く
の大学が包括的協定の締結を行っているが，実質的な活動が継続されている好事例の一つ
である。 














（１）  S２  ：研究者のシーズを効果的に把握できる機会・方法 
連携部門が研究シーズを把握するために採られている代表的な制度体制について実情調
査の結果を表８．１４（Ⅰ）と表８．１４（Ⅱ）にまとめる。 
表８．１４（Ⅰ）  研究シーズ把握のための制度体制 [大学群Ⅰ] 
 ①公的資金 








支援   [1.3]  
創成割合（小）























P 値 （t 検定） 0.377 0.953 0.715 0.592 0.946 
表８．１４（Ⅱ） 研究シーズ把握のための制度体制 [大学群Ⅱ] 
 ①公的資金 








支援   [1.3]  
創成割合（小）












































・  S３ ：企業側の取り組み体制情報の連携部門内での共有方法  
表８．１５（Ⅰ）・（Ⅱ）右端の「研究者の絞り込み探索」については，共同研究創成のた
めに連携部門が通例何人ほどの研究者を探索するかについて回答を得たもので，半数（60
大学の内 33 大学）の大学が 1-2 名の探索で適切なパートナーを見つけられているという
ものであった。そこで，1-2 名の探索で見つかるとするサンプルを 1，後者：3 名以上の探















共有    [2.2] 
④ML で部門内 



























 P 値 0.239 0.097 0.448 0.605  0.586















共有    [2.2] 
④ML で部門内 



























 P 値 0.591 0.039 0.169 0.863  0.846





























 いづれも，関与割合が小さい大学が基幹校になっていることが窺える。  







・  S４ ：研究者の連携シーズを産業界へ発信する方法・ルート 
      表８．１６（Ⅰ）  研究シーズを発信する制度体制 [大学群Ⅰ] 
 ① Web 上 の
シーズ集 






     [3.5] 
④冊子体の 
シーズ集** 




























P 値 （t 検定） 0.207 0.065 0.025 0.033 0.129 
















 表８．１５（Ⅱ）  研究シーズを発信する制度体制 [大学群Ⅱ] 
 ① Web 上 の
シーズ集 






     [3.5] 
④冊子体の 
シーズ集* 




























P 値 （t 検定） 0.291 0.106 0.052 0.081 0.049 














   なお，整備は必要度に応じて，③②①の順に整備が進められてきた。 
・①オンライン発明届システム運用開始 2007 年 
   このシーズは，UCR プロポーザルとして Web 上に約 1800 件が公開されていること
は，他大学と変わらないが，①と次の②・③のプログラムがシリーズに整備されてい
ることは大きな先進性であると注目している。 






























らの手でとの想いに（代取）CEO・吉野巌が共鳴して 2007 年に設立した。 





































































































＜追加調査＞教員へのミニアンケート  （2015.10.7～2015.11.17 ）           
メール送付２８名 回答１４名 回収率：５０％ 
Ⅰ．過去３年間の共同研究の数について，研究の発端と契約への経緯についてお伺いします。 
１．先生からご提案され，先生と企業との直接折衝で契約に至った共同研究の数 
 （その内，企業からの「共同研究員」を受け入れられた件数を（  ）にご記入下さい。） 
  2013 年度 2014 年度 2015 年度 
前年度とは異なる企業との単年度契約 ４(   3） 3（   3） 3（  2） 
前年度と同じ企業との単年度契約 1 (   1）   3（   2）  1（  1） 
前年度からの継続契約   5 (   2） 7（  2）  6（   3） 
２．企業から提案があり，先生と企業との直接折衝で契約に至った共同研究の数 
 （その内，企業からの「共同研究員」を受け入れられた件数を（  ）にご記入下さい。） 
  2013 年度 2014 年度 2015 年度 
前年度とは異なる企業との単年度契約 3（  1）   5（  3） 9（   7） 
前年度と同じ企業との単年度契約 11（  10） 10（   1） 8（   1） 
前年度からの継続契約 12（  3） 10（  3）  5（   5） 
3．産学連携本部等から紹介があり，本部を介した折衝で契約に至った共同研究の数 
 （その内，企業からの「共同研究員」を受け入れられた件数を（  ）にご記入下さい。） 
  2013 年度 2014 年度 2015 年度 
前年度とは異なる企業との単年度契約   （  ）   1（  1） （    ） 
前年度と同じ企業との単年度契約    （    ）   （    ）  1（  1） 








１－１．これまで講座開設に関われたことは，   
・あり （  6  ） ・ なし （ 6 ） 
１－２．機会があれば設立したいと思われますか？  
・はい （ 6  ） ・いいえ （ 4  ）  
１－３．「はい」の場合，産学連携本部の支援を期待されますか？ 
































































































    ・② 希望を集約して講習会の課題と講師を決定する。 
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②  技術雑誌類の整備，など 
・課題１：保管スペースの狭隘化⇒図書と同じに改訂 
・課題２：回覧中の紛失⇒本誌の回覧に替えて目次の「写」を回覧する。 





















   研究部(構成員：研究員：約 100 人，約１０研究部門) 
・推進組織：情報委員会：リーダー：委員長(研究部長)，平素は筆者(企画担当)代行 
   構成員は各研究部門から一人づつの委員および幹事グループ 
















































 そして，何よりも大きな改革は，「サマリーシート」を作成すれば，BRIEF REPORT と
して，工事図面・写真集など幅広く研究成果が収集できるようになり，大幅に研究報告の
数がアップしたことである。 














































































































 この取り組みは，設立(1991 年)にも参画し，運営委員会副委員長を務めていた（社）研究 
産業協会（現・（一社）研究産業・産業技術振興協会）が通商産業省の要請を受けて取り組
んだものである。（1991 年 12 月 20 日～1992 年 5 月 28 日） 
 この間，５回の懇談会が開催され当時の蒼々たる経営者との交流，とりわけ，富士の裾野
での合宿で熱っぽく語られていた経営者の姿は目に浮かぶところである。 






・② 日本の産業技術が軍民転換の恩恵を受けており，「零戦」からは次の技術が展開されて     
















   プロジェクト発足当初は特許が順調に出願されたが，３年目に入ると下降気味になっ
てきたので，技術委員長に尋ねると「３年目はこんなモノですよ。」との回答。 
   よく調査すると，企業からの出向研究者の交替があり，発足当初より研究者の質の低
下が窺える。そこで，技術委員長に特許の持ち分は如何にしているか確認すると 10 社等
分であるとのこと。 




かと思い始めていた頃，「日本の公設試に相当するアメリカの MEP の訪問団（1994 
Modernization Forum Study Mission to Japan）のレセプション」への出席要請を受けた。 
 この訪問団のことは，アメリカ商務省(April/1995)によれば 1994.10.23-11.3 に日本訪問，
ファナックなど４企業と中小１２企業の他，京都リサーチパーク，大阪府立産業技術研究
所（”Kohsetsushi”）などを訪問との記事がある。 





*1：Manufacturing Extension Partnership 






































６回 1997.2 浜松で開催した。 


















・第 1 期：平成３(1991)年１０月～平成５(1993)年７月，定例会 31 回の内 9 回見学。 
・第２期：平成５(1993)年１０月～平成９(1997)年３月，定例会 22 回の内 5 回見学。 
・第３期：平成９(1997)年 ４月～平成 12(2000)年３月，定例会 25 回の内 13 回見学 
この間に，東京，甲府，鴨川，伊豆，金沢，名古屋，福岡，尾道，神戸，加古川，佐世
保などを訪問する機会を得，向後の地域技術研究の糧を得ることができた。 
§３．５．ATAC（Advanced Technologist Activation Center） 
 この活動は，OSTEC に加入する中小企業の技術経営者・中堅技術者が，中小企業の技術
課題に対するコンサルティングを行う活動体である。 











  筆者が紹介以来，毎回，出展が続いている。 


























 ・まとめ（§４．３）  
§４．１ アメリカにおける産学連携活動 






・1990 年・91 年：MIT Professorship 設定（折衝・セレモニー） 
・1991 年・97 年・99 年 PICMET：Portland, Oregon 


















§４．１．１ Stanford 大学 OTL を訪問とその後のフォロー 
平成９(1997)年８月の PICMET ‘97 の機会に Stanford 大学 OTL を訪問の機会を得た。
この年の秋には有名な大型特許 Cohen-Boyer 特許の有効期間終了を迎える時で，面談した
























※図４．２ Niels Reimers 氏の提示 
 最近の状況を Web 情報から推察すると，Stanford OTL ，MIT では TLO 活動を他機関
へも拡大を図り，UCLA の ORA(Organization for Research Administration)では機能が大






・Technology is a class of Research Results. 
・Patent is a part of Intellectual Properties. 




































 ・文科省 CD 制度に関する報告 
 ・連携制度の整備に関する報告 
 ・ネットワーク構築に関する報告 











  （『Bio ベンチャー』9／10 月号(2003)~ 7／8 月号（2004）羊土社） 
（２）連携制度の整備に関する報告 
  この分野では，次の一連の報告を行っている。 
・「産学連携部門における連携システム（村上孝三ら 2003) 
・「信用金庫との連携によるマッチングフェア（清水利男ら 2003） 









 本文の「第２章・産学連携への取り組み」で記述したように，「前期文科省 CD」では， 
４期に亘り，図５．１に示す様式の事例集を発刊している。 


























・早期に KJ 法に接する機会 
（２）知的財産の取扱いに関わる取り組み 





・“Kohsetsushi”を OSTEC 時代の研究課題 
（連携の対象としての理解とともに地域大学では公設試出身者が多く共感を得る種） 
・継続的に学会連名発表（OSTEC 時代・文科省ＣＤ時代） 
※ Niels Reimers 氏によるＯＴＬの要諦 
 ※ ３Ｍ社でサインを求められた書面（骨子） 
                                －以上― 
